
 

 

 

 

 

 

 

令和 6 年度（2024 年度）第 6 回 

宝塚市上下水道事業審議会議事概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宝塚市上下水道局 



1 

 

令和 6年度(2024 年度)第 6 回宝塚市上下水道事業審議会議事概要 

 

 

［日 時] 令和 7年 3月 31 日（月） 午前 10 時 00 分～午前 12 時 00 分 
 
 
［場 所］ 宝塚市第二庁舎 第１会議室 
 
 
［出席委員］ 鍬田 泰子      尾﨑 平 

 今里 有利      山本 敏晴 

 奥野 敦士      庄野 達也 

 池上 陽子 

 （敬称略・順不同） 

 
 
［事務局］  福永 管理者        下野 局長 

 中村 経営管理部長        中条 施設部長 

 廣瀬 総務課長            原  経営企画課長 

 和泉 浄水課長            宇野 水質検査担当課長 

 寺脇 給排水設備課長      窪田 下水道課長 

 

１ 管理者挨拶 

２ 資料の確認 

 会議次第 

資料 1   ： 下水道ビジョン 2035 本編(案) 

３ 審議会の成立、傍聴者の確認 

事務局：委員総数 10 人中出席委員 7人のため宝塚市上下水道事業審議会規則第 6 条第 2 項

により、本日の審議会は成立いたしました。本日は傍聴者はおられませんので、報

告いたします。 

４ 議題 

会 長：それでは、議題 1 の「下水道ビジョン 2035 本編(案)」について、事務局説明をお

願いします。 

事務局：それでは「下水道ビジョン 2035本編（案）」について、審議会で指摘いただい

た内容をふまえて修正しておりますので、ご説明させていただきます。（以下説

明省略） 

会 長：それではご意見はありますでしょうか。 

委 員：手元資金7億円の根拠をお示しいただけますでしょうか。 

事務局：災害時に収入が途絶えた場合にも3カ月間の下水道使用料収入分を確保しておく
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という意味での6億円（2億円×3か月）と災害復旧のための費用1億円を加味して

7億円としております。 

委 員：物価変動は考慮されていますでしょうか。金額を固定で設定するとインフレの場

合は足りないし、逆にデフレの場合は確保が難しくなります。企業では手元資金

月商倍率という指標がありますが、参考いただき、金額ではなく率で設定するこ

とも検討頂ければと思います。また、経常収支比率を100％以上にするというこ

とですが、重要指標から除外するべきだと考えます。理由は下水道事業として資

金がショートして経営破綻することがないようにすることが一番重要で、継続し

ての赤字は問題だが、一時的な赤字が絶対にダメということではないと考えるか

らです。水道事業と下水道事業は利益を求める組織ではないので、事業を永続で

きるかが重要です。ですので、必ず黒字でなければならないということはないと

思いますし、指標としては、資金残高と企業債残高の2つの指標を重要指標とす

るのがいいかと思います。今後事業規模はシュリンクに移るタイミングが来るの

で、それまでに有利子負債を減らしておくことは重要ですので、企業債残高を縮

減していく目標には賛成です。 

事務局：まず資金残高については、表現のわかりやすさという意味で7億円という金額で

の表示をしております。根拠としてはご説明した通りですので、率で表現するこ

とについては再度検討したいと思います。またご指摘の通り必ず黒字を出して利

益を出していく必要はありませんが、今後の下水道施設の更新需要を鑑みて、計

画期間では経常収支比率100％以上を維持して資金を増やし、かつ企業債残高を

減らしていく必要があると考えております。 

委 員：資金残高が他市に比べて極端に少ない理由はなんでしょうか。また7億 

 円の資金残高を設定していますが、少ないのではないでしょうか。 

事務局：本市の下水道事業においては、過去の企業債の償還が大きく、黒字ではあるもの

の資金が増えず、資本費平準化債や水道事業からの借入でなんとか資金ショート

を回避してきている現状があります。また下水道施設の減価償却は50年ですが、

企業債の借入期間は30年が上限であり、減価償却期間に対して企業債償還期間が

短いサイクルとなり資金を圧迫してきました。しかしながら、今後は償還が終わ

る企業債が増え、償還額が減り、資金を貯める時期が来ます。今資金を確保しな

ければ、また施設の更新需要とともに企業債が増え、返済が始まる時期が来ると

資金が苦しくなります。 

会 長：資金残高については、処理場施設を保有しているかどうかによっても大きく変わ

ってくるかと思いますし、先ほどの説明の通り、水道事業から借り入れするなど

して資金をやりくりしてきているのが現状かと思います。 

委 員：つまり、下水道事業としては適正な料金設定ができておらず、返済もたれが起こ

っていた。資金ショートしないように借り入れなどでなんとかやりくりしてい
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た。自転車操業のような状態であったということですね。 

事務局：平成28年に料金改定をさせていただきましたが、その後は料金改定をせずになん

とか資金ショートを回避してきたという状況です。適切な料金設定について見直

しが必要な時期に来ています。 

会 長：資金残高については、金額ではなく割合などで表記していただけるといいのかな

と思います。物価変動も考慮できるかと思います。また、経常収支比率は、単年

度で黒字を維持しないといけないという傾向があるのでしょうか。総括原価方式

の考え方で、単年損益ではなく期間トータルで考える方法はないでしょうか。 

委 員：人口減少が進む中で、企業債残高が高い状態を維持することは望ましくありませ

ん。さらに先ほどの説明をうけ、損益が黒字であればいいということではなく、

今後の10年～20年は収益をしっかりと企業債残高の縮減に充て、残高を減らさな

いといけない時期が来ていると認識しました。 

委 員：今までの議論の中で、経常収支比率や経費回収率、つまり損益に課題があるとい

うことに重点がおかれていたかと思いますが、今回の議論で資金に課題があるの

ではないかと認識しましたので、資金残高に重点を置いて重要指標を設定されて

はどうかと思います。資金残高の額、時期を設定することで、資金残高が多すぎ

るように感じるという指摘はなくなるかと思います。料金改定についても、必要

な資金残高、時期を設定しそこに向かって緩やかに資金を増やしてくような計画

でもいいのかなと思いました。また経常収支比率については、重要指標としては

95％、モニタリング指標としては100％と2段階に設定する方法もあるのではない

かと思います。1点確認ですが、下水道事業として、一般的に適正な資金残高水

準や率などは設定されているのでしょうか。 

委 員：資料に建設改良費（雨水除く）との表現があるが、雨水を除くのはなぜか。 

事務局：まず、資金残高についてですが、現在定められている基準値はないと認識してい

ます。各市に確認したところ市独自で設定されておりました。建設改良費（雨水

除く）についてですが、雨水事業はすべて市からの繰り入れになりますので、下

水道使用料で賄うべきところを検討する上で除外させていただいたしだいです。

しかしながら貸借対照表などに表現される企業債などには雨水事業分も含めたも

のが計上されることになります。 

委 員：まず、重要指標の捉え方について、達成できない年があることを許容するかしな

いかで、認識が変わってくるかと思います。重要指標は必ず達成しないといけな

いという意見もあるかと思いますが、他市を見ても達成できていないところも

多々あるというのが現状かと思います。また資金残高については、今回提示頂い

た資料を見ると、他市に比べて明らかに少ないというふうに見えるかと思います

が、尼崎、西宮、芦屋は下水処理場がありますし、人口比較をして近似していて

も、過疎になっている市は面積が広い分コストもかかるので、他市比較から自市
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の資金残高の妥当性を考えるのは難しいかと思います。資金残高設定のうち、災

害復旧費用の1億円については、根拠を明確にしていただければと思います。企

業債残高比率についても、250％の根拠を明確にされるといいのかと思います。

他市をみても三田市を除いては400％前後ということので、それに比べると低い

水準になっています。 

事務局：企業債残高については、先に説明しましたように、今後施設の更新需要が増大す

ることは間違いなく、伴って企業債が増加していくことが想定されます。そのた

め、今は可能な限り企業債残高を抑制する時期に来ていると考えています。今

回、経常収支比率、経費回収率の指標目標の設定から料金水準を決定し、資金残

高基準を超過した資金の分だけ企業債の借入を抑制する試算としております。資

金残高については、他市と比べると少ない状況ですが、本市としては、手元資金

は最低限とし、今後増加するであろう企業債残高の縮減を優先したいと考えてい

ます。 

 災害復旧費用の1億円についてですが、水道事業においては、阪神大震災の時の3

億円という基準がありますが、下水道事業については、基準となる金額がないの

が現状です。明確な根拠はありませんが、概算で1億円と設定しています。 

管理者：まず経常収支比率については、ビジョンや経営戦略策定にあたって、補助金の要

件になっていることもあり国が求めていることもありますので、掲載は必要かと

考えています。資金残高の7億円については、委員のみなさまの指摘もありまし

たので、額ではなく率で表現することも検討したいと思います。企業債残高につ

いては、今回のビジョンだけでなく次の10年についても考慮し残高の縮減を図る

ので、そのことについても表現を検討したいと思います。 

会 長：今一度重要指標の考え方を整理したいとおもいますが、どうでしょうか。 

委 員：経常収支比率を重要指標から除外したほうがいいと申し上げた真意ですが、今回

の対象期間において企業債残高を抑制するなどのため、100％以上を維持すると

いう設定は適切かと思いますが、今後仮に資金が潤沢であるにもかかわらず、既

成事実化して経常収支比率100％以上を設定し続けることを懸念したからです。

今後も含めて、その点をふまえたうえで指標設定して頂きたいです。 

管理者：今回重要指標とモニタリング指標を分けて設定し、重要指標については、市民の

方に評価してもらう重要な基準となるため、必ず達成するという考え方で設定し

ています。また、料金については、令和9年にも早々に改定せざるを得ない状況

があるなかで、経常収支比率100％以上というのは国の方針も踏まえ、こだわら

ざるを得ない指標だと考えています。 

委 員：経常収支比率については、経営の状況を判断する重要な指標だと考えていて、

100％が一つの判断基準になると思っています。また現在は減価償却費を使用料

収入で回収できていないことを考えると、料金設定に無理がある状況だと思いま
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す。 

委 員：経常収支比率を100％とすると、黒字でなければならないという印象が強く出て

しまう。現状は早々に料金改定をしないといけない苦しい経営状況なので、経常

収支比率100％ではなく、それ以上が必要かもしれないし、将来はまた状況が変

わっていると思う。先にも申し上げましたが、黒字であればいいというわけでは

なく、有利子負債割合や手元資金を考慮して、事業をいかに継続していくかが重

要です。その点について、意思表示していただいたほうが、経常収支比率100％

を超える場合でも、事業継続に必要な率だと説明できるので、黒字だったらいい

という意見も出てこないのかなと思います。議会での説明や市民のみなさまへの

説明も考えると根拠設定と説明の仕方はとても大事だと思います。指標の数値は

このままで、説明を追記修正いただければいいのかなと思います。 

事務局：今回のビジョン、経営戦略でこだわる必要があるのは「持続可能な経営」だと考

えています。料金を改定しない場合、令和8年度以降は赤字、令和10年度には資

金ショートすることが想定されます。この10年においては、経常収支比率100％

以上ということにこだわりたいと考えています。各指標の説明については、各委

員のご指摘もございましたので、追記修正し、表現も工夫したいと思います。 

会 長：まとめさせていだきますと、経常収支比率、経費回収率、企業債残高比率の数値

についてはそのままとして、資金残高は金額ではなく、率表示にするなど表現を

検討いただきたいと思います。他の指標についてはいかがでしょうか。 

 「連携協働」の項目については、重要指標がありませんが、いかがでしょうか。 

 それぞれのカテゴリーごとに重要指標の設定があればバランスとしてはいいのか

なと思います。 

事務局：連携協働については、項目としては包括連携やウォータPPPが該当するのかなと

思いますが、相手があることなので重要指標にするのは難しいと考え、モニタリ

ング指標として設定しております。 

管理者：連携協働についてですが、水道事業も下水道事業も公営企業の分野で市民と協働

するというのがなかなか描きにくいという側面もあります。水道事業について

は、現在小学校に設置してある受水槽に、災害時用の蛇口をとりつけて活用でき

るような取り組みをしていて、災害時には市民の方に自主的に給水活動を行って

頂くという試みがまさに進んでいます。下水道事業については、市民との協働と

いうよりは、民間企業との連携でウォータPPPがありますが、どちらかというと

官民連携の推進なので、連携協働の分野ではないような気もしており、悩んでい

るのが正直なところです。 

委 員：ウォータPPPについては、経営の分野で記載するほうが適当かと思います。災害

時のトイレに関する出前講座をするとか、能登半島地震への応援に行かれたと聞

いていますが、災害時の経験を伝える研修をしたりするなどを取り組みに書かれ
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ている自治体はあるかと思います。また職員数の抑制の項目がありましたが、今

はどちらかというと、担い手が不足しており、特に土木職などは職員を確保する

のが難しくなっている現状があります。他の自治体の審議会では、職員の給料を

上げて職員を確保する必要があるなどの意見も出ています。これまでは費用抑制

のために職員数抑制に取り組んできているかと思いますが、職員の確保や育成も

重要になってきているので、項目として書かれてはどうでしょうか。 

会 長：流域下水道との連携もあるか思います。どのような連携をしているのか、研修や 

 訓練なども行っているのであれば記載してはどうでしょうか。また、マンホール 

 トイレについて、今宝塚市には１つ設置してあると伺いましたのでそのことを周

知していくとか、浸水地域の協議会と連携してハザードマップを作成するとかは

どうでしょうか。ウォータPPPについては、この分野ではなく別で書かれるべき

かと思います。研修や訓練はとても大事なことかと思いますので、重要指標とし

て設定していくのがいいかと思います。 

委 員：出前講座と机上訓練などは重要指標として設定してはどうでしょうか。また、埼

玉県の事案があり、事業者との連携なども必要かと思います。被害の程度によっ

ては、水道の使用制限をお願いする事態もあるかと思います。 

委 員：災害時は補償の問題もある。災害復旧について河川放流や、バイパス設置など、

流域下水道や近隣市とも連携し準備されるべきかと思います。 

委 員：簡易トイレや流域下水道などについて、知らない方も多くいらっしゃるかと思い

ますので、ぜひ広報されるといいのかなと思います。宝塚市は処理場をもってお

らず、流域下水道に費用がかかっていることも理解いただけるのかなと思いま

す。 

会 長：広報誌に記事を掲載されているかと思いますが、そのことも記載されてはどうで

しょうか。 

委 員：「水害危険予想箇所の対策実施率」ですが、今回説明を聞いてやっと理解できま

したが、文言だけ見ると何か分からない。マップやイラストなどを活用して分か

りやすく説明していただきたい。 

委 員：連携協働についての意見ですが、指標設定は維持ではなく向上としていただきた

いです。全体的に受け身な印象があります。市民と協働することで、他の重要な

取組にも効果があるのではないかと思っていますので、能動的に取り組んでいた

だきたいし、指標設定をしていただきたい。 

委 員：重要施設に接続する管路の耐震化率の「重要施設」の考え方を教えてください。

全国共通の考え方でしょうか。 

事務局：重要施設は大きく分けて病院、避難所、その他防災に対する重要施設とう3つが

あります。以前のご質問で65箇所と回答させていただいたかと思います。今回重

要施設に接続する管路の耐震化率100％と記載させていただいた内容についてで
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すが、宝塚市で65箇所ある重要施設のうち、最重要施設として5箇所の基幹病院

を設定し、まずは対象の5箇所の耐震化率を15年間で100％にするという計画をし

ております。重要施設の定義は国が定めたものですので、他市も共通ですが、各

市町村で策定している上下水道耐震化計画で掲げている耐震化対象の重要施設

は、各市によって様々かと思います。 

委 員：先週、国交省より2054年までに重要施設の耐震化率を100％にするという目標の

公表があったかと思いますが、達成はできそうでしょうか。 

事務局：下水道に関しては可能かと思いますが、水道に関してはかなり厳しい状況かと思

います。 

委 員：国交省の目標と整合しているかは再度確認いただくのがいいのかなと思います。

整合していないのであれば、ストックマネジメントの修正などで、経営数値の修

正も必要になってしまう可能性もあります。 

事務局：本日の議題は以上です。次回審議会は 4 月 14 日（月）10 時を予定しておりま 

す。 

５ 閉会 

事務局：本日の審議会はこれで終了させていただきます。ありがとうございました。 







































































































 

参考資料－2 

 

 

基本 

理念 

大 

分類 

キー 

ワード 
基本方針 取組み項目 

SDGｓ と の 関 連 性 

     

安
全
で
持
続
可
能
な
「
宝
」
の
下
水
道
を
未
来
へ 

施
設
の
安
全
と
持
続
可
能
性 

Ⅰ 
安全 

強靭 

大雨や地震などの災害から 

市民のくらしを守り備える 

① 浸水対策の推進 ● ● ●   

② 
下水道施設(管路、ポンプ等) 

の耐震化の推進 
● ● ● ●  

③ 
危機管理体制の強化と防災・ 

減災対策の充実 
● ● ● ●  

Ⅱ 
安心 

快適 
市民の快適なくらしを保つ 

① 
下水道施設の適切で効率的な 

維持管理（汚水） 
● ● ● ●  

② 
下水道施設の適切で効率的な 

維持管理（雨水） 
● ● ●   

③ 管路の老朽化対策の推進 ● ● ● ●  

事
業
体
と
し
て
の
持
続
可
能
性 

Ⅲ 
安定 

経営 

経営基盤を強化し、効率化 

・合理化を推進する 

① 
使用料水準の適正化と定期的 

な検証 
●    ● 

② 
適切な組織体制と人材育成・ 

技術の継承 
●     

Ⅳ 
連携 

協働 

顧客である市民の理解を 

形成し、民間企業や上水道 

との連携を強化する 

① 
広報活動の充実や市民との 

協働の推進 
●   ● ● 

② 
官民連携の推進と上下水道 

一体化の取組み 
●     

 

表 2 取組み項目と SDGs との関連性 




















